
 

１　指定預貯金口座

　
氏　　名

法人名及び
代表者氏名

税務署長　あて

整理番号

住　　所
（所在地）

平成 年 月 日提出

国税ダイレクト方式電子納税依頼書

兼国税ダイレクト方式電子納税届出書
氏名（法人名及び代表者氏名）

私（当社）は、国税について、電子納税（ダイレクト方式）を利用することとしたいので届け出ます。
なお、税理士から申告書等を代理送信した場合には、税理士が私（当社）に代わって電子納税（ダイレクト方式）手続の実行をで

きるよう、あわせて届け出ます。

取扱金融機関 御中

私（当社）は、国税の納付を電子納税（ダイレクト方式）により納付することとしたいので、下記約定を確約の上、依頼します。

（〒 - ） 電話 （ ）

（申告納税地）

（フリガナ）

銀 行・信用金庫

労働金庫・農 協

本 店・支 店

本 所・支 所

（金融機関お届け印）

印

印影が不鮮明な場合には、

こちらにも押印してください。

-

２　振替日時：納付情報送付日時
３　利用開始日：ダイレクト方式電子納税（ダイレクト納付）登録完了通知の受信日以降

（口座識別番号）

受 付 印 印 鑑 照 合 検 印

入 力

指定金融機関

登 録

金融機関番号

訂 正 入 力 送 付

記号番号ゆうちょ銀行

口座番号
（ゆうちょ銀行以外）

１　普通　２　当座　３　納税準備預金種別

平成 年 月 日提出

国税ダイレクト方式電子納税依頼書

兼国税ダイレクト方式電子納税届出書
氏名（法人名及び代表者氏名）

私（当社）は、国税について、電子納税（ダイレクト方式）を利用することとしたいので届け出ます。
なお、税理士から申告書等を代理送信した場合には、税理士が私（当社）に代わって電子納税（ダイレクト方式）手続の実行をで

きるよう、あわせて届け出ます。

取扱金融機関 御中

私（当社）は、国税の納付を電子納税（ダイレクト方式）により納付することとしたいので、下記約定を確約の上、依頼します。

（〒 - ） 電話 （ ）

（申告納税地）

（フリガナ）

銀 行・信用金庫

労働金庫・農 協

信用組合・漁 協

本 店・支 店

本 所・支 所

出張所

（金融機関お届け印）

印

約 定

一 国税庁の電子情報処理組織を使用して私（当社）名義の国税の

納付に必要な情報（以下「納付情報」という。） が送付されたとき

は、私（当社）に通知することなく納付情報に記録された金額を指

定預貯金口座から引き落としの上、納付してください。この場合、

当該納付に係る領収証書は省略されて差し支えありません。

二 前項の指定預貯金口座からの引き落としに当たっては当座勘定

規定又は預貯金規定にかかわらず、私が行うべき小切手の振出

又は預貯金通帳及び預貯金払戻請求書の提出などいたしません。

三 指定預貯金残高が振替日時において納付情報に記録された金

額に満たないときは、私（当社）に通知することなく納付情報を返戻

されても差し支えありません。

四 この契約は、貴店（組合）が相当の事由により必要と認めた場合

には私（当社）に通知されることなく解除されても異議はありません。

五 この契約を解除する場合には、私（当社）から税務署を経由して

指定した金融機関に書面をもって届け出ます。

六 この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組合）の責に

よるものを除き、貴店（組合）には迷惑をかけません。

（不備事由）

１ 金融機関番号エラー ４ 口座情報不完全

２ 整理番号等未登録 ５ その他

３ 重複入力

税
務
署
整
理
欄

金
融
機
関
整
理

（不備返却事由）

A 印鑑相違 Ｆ 住所相違

B 印鑑不鮮明 G 支店名相違

C 口座番号相違 H その他

D 口座該当なし

Ｅ 名義人相違

（備考）

印影が不鮮明な場合には、

こちらにも押印してください。

（認証番号）

平成 年 月 日提出

国税ダイレクト方式電子納税依頼書

兼国税ダイレクト方式電子納税届出書
氏名（法人名及び代表者氏名）

私（当社）は、国税について、電子納税（ダイレクト方式）を利用することとしたいので届け出ます。
なお、税理士から申告書等を代理送信した場合には、税理士が私（当社）に代わって電子納税（ダイレクト方式）手続の実行をで

きるよう、あわせて届け出ます。

取扱金融機関 御中

私（当社）は、国税の納付を電子納税（ダイレクト方式）により納付することとしたいので、下記約定を確約の上、依頼します。

（〒 - ） 電話 （ ）

（申告納税地）

（フリガナ）

銀 行・信用金庫

労働金庫・農 協

信用組合・漁 協

本 店・支 店

本 所・支 所

出張所

（金融機関お届け印）

印

約 定

一 国税庁の電子情報処理組織を使用して私（当社）名義の国税の

納付に必要な情報（以下「納付情報」という。） が送付されたとき

は、私（当社）に通知することなく納付情報に記録された金額を指

定預貯金口座から引き落としの上、納付してください。この場合、

当該納付に係る領収証書は省略されて差し支えありません。

二 前項の指定預貯金口座からの引き落としに当たっては当座勘定

規定又は預貯金規定にかかわらず、私が行うべき小切手の振出

又は預貯金通帳及び預貯金払戻請求書の提出などいたしません。

三 指定預貯金残高が振替日時において納付情報に記録された金

額に満たないときは、私（当社）に通知することなく納付情報を返戻

されても差し支えありません。

四 この契約は、貴店（組合）が相当の事由により必要と認めた場合

には私（当社）に通知されることなく解除されても異議はありません。

五 この契約を解除する場合には、私（当社）から税務署を経由して

指定した金融機関に書面をもって届け出ます。

六 この取扱いについて、仮に紛議が生じても、貴店（組合）の責に

よるものを除き、貴店（組合）には迷惑をかけません。

（不備事由）

１ 金融機関番号エラー ４ 口座情報不完全

２ 整理番号等未登録 ５ その他

３ 重複入力

税
務
署
整
理
欄

金
融
機
関
整
理
欄

（不備返却事由）

A 印鑑相違 Ｆ 住所相違

B 印鑑不鮮明 G 支店名相違

C 口座番号相違 H その他

D 口座該当なし

Ｅ 名義人相違

（備考）

印影が不鮮明な場合には、

こちらにも押印してください。


